
 - 1 - 
 

平成２８年１月１４日 

各 位 

会 社 名 ニッケ（日本毛織株式会社） 

代 表 者 名 取 締 役 社 長 佐 藤  光 由 

（コード番号 ３２０１ 東証第一部） 

本社所在地 大阪市中央区瓦町３丁目３番１０号 

問い合せ先 経 営 企 画 室 長 岡 本 雄 博 

（ＴＥＬ.０６－６２０５－６６１０） 

 

 

 

 ニッケグループ中長期ビジョン  
 リニューアル・ニッケ１３０（ＲＮ１３０ビジョン）の策定について  

 

 

ニッケグループが中長期ビジョン（ＮＮ１２０ビジョン）の実現を目指しスタートして７年

が経過しました。ビジョン策定時と比較して、グループを取り巻く経営環境は更に不確実さを

増しています。ＮＮ１２０ビジョン策定時点では１０００億円を超えていた連結売上高は一旦

８００億円台に落ち込んだものの、グループ挙げての経営努力により、再び１０００億円を回

復できる状態まで持ち直してきました。 

 

   このような経営環境下で各事業、各グループ会社はそれぞれの市場に対し、その事業内容を

多種多様に変化させながら収益の拡大を目指してきました。しかしながら、順調に拡大してい

る事業もあれば、残念ながら縮小している事業もあるのが現実です。また、経営戦略や運営体

制にしても、機能しているものもあれば、そうでないものもあります。 

 

   そのような現状を踏まえ、「ポストＮＮ１２０ビジョン」として、「リニューアル・ニッケ   

１３０ビジョン（ＲＮ１３０ビジョン）」を策定し、経営理念である”情熱と誇りを持ってチャ

レンジしていく”次なる目標として、今後１０年間のニッケグループの目指す方向性、企業像、

経営戦略を再構築し、中長期的な企業価値の向上を目指していくものであります。 

 

 

「ニッケグループ中長期ビジョン（ＲＮ１３０ビジョン）」の詳細につきましては、     

ニッケグループウェブサイト＜http://www.nikke.co.jp/corporate/vision/index.html＞ 

に掲載しております。 
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１．経営理念・経営方針 

 

経営理念 
 

“人と地球に「やさしく、あったかい」企業グループとして、 

わたしたちは情熱と誇りをもってチャレンジして行きます。” 

●未開の分野に目を向け、「高機能商品」「地域ＮＯ.１サービス」の開発と提供へ挑戦し、 

みらい創造企業を目指します。 

 

 

 

経営方針 
 

・「全員がチャレンジ精神を持ち」「人が育つ」、生命力あふれた会社を目指します。 

・お客様の声と研究開発から、独自性のある商品・サービスで市場を創造します。 

・常に未来を見つめ、グローバルな視点に立ち、世界に広がるお客様と社会の発展に貢献 

します。 

・多くの市場で勝ち抜くために、広く人財を求め、多様な「知」を結集して、事業を革新・ 

発展させます。 

・お客様や株主様、社員、取引先、地域社会をはじめとした様々なステークホルダーとの永続

的な信頼関係を築くことにより、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指します。 

 

  

●「チャレンジ」とは、自ら、「考え」「行動に示し」「変革」していくことです。 

●すべての事業でグローバル展開へチャレンジすることを掲げます。 

●“人と地球に「やさしく、あったかい」”はニッケグループのいずれの事業にも当てはまるもの

です。「やさしく、あったかい」は日本人が持つ独特の感性であり、グローバルに出ていくなか

での武器であると考えております。 

●競争激化の中で勝ち残るための唯一の手段として、商品・サービスの差別化が次の１０年の最

大の課題と考えます。これを実現するために「ＶＯＣ（Voice Of Customer）」（※）の精神を   

グループ全体へ浸透させ、新商品、新規サービス、新規ビジネスの開発につなげます。 

●多様なグループ会社が、それぞれの市場で勝ち抜ける人財を広く（世界を含め）グループ内外

から求め、多様な「知」を集結することにより、事業を革新・発展させていきます。 

 

 

 

（※）「ＶＯＣ（Voice Of Customer）」とは、企業活動において仮説をもって、顧客の要求・見方、

競合他社や新規参入者の活動、市場の変化などを継続的に追跡・検証し、業績を向上させる

ことと考えます。 
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２．全社戦略 

（１）未開の分野に目を向け、技術とサービスを磨くことにより、オンリーワンの地位を築き、

安定した収益を確保します。 

（２）事業ポートフォリオの組み立て 

    事業領域をその成長段階に分け、最適な事業ポートフォリオを組み立てます。 

経営資源の配分については、特定事業に集中するリスクを考慮しながら、収益性の高い  

事業に重点配分することにより、グループ全体の価値向上を目指します。 

（３）事業領域間の「連携」 

    事業領域内だけでなく事業領域間での「連携」を強め、更なる企業価値の向上をはかり  

ます。 

 

 

３．事業領域 

（１）ニッケグループの組織体制について 

４事業領域（衣料繊維事業、産業機材事業、人とみらい開発事業、生活流通事業）からな

るディビジョンカンパニー制とし、スピーディーな事業運営をはかります。 

（２）事業領域 

事業領域については、現行の４事業領域が事業戦略・シナジー発揮において最も事業価値

を生み出せる括りと考えております。 

各事業とも「ＶＯＣ」を戦略化し事業展開を図り、単なる「プロダクトアウト」から    

「マーケットイン」活動へ進めていきます。 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

  ●各事業領域内・事業領域間の連携、シナジー効果創出をはかってまいります。 

  ●経営環境は刻々と変化するものであり、それに合わせた事業領域・戦略も持続していくもの

ではないと認識しております。環境の変化に伴う事業領域の見直し・組み換え、事業戦略の

見直しを適時実施していきます。 

 

 

 
生活流通事業 

 

 
人とみらい開発事業 
 

 
衣料繊維事業 

 

 
産業機材事業 



 - 4 - 
 

（２）各事業領域の内容と戦略 

 

 

＜衣料繊維事業＞ 

  Ａ．事業内容： 

    ・衣料用途を中心とした高機能素材・製品の開発・製造・販売 

  Ｂ．事業戦略： 

・ユニフォームを中心としたニッチな市場に、顧客ニーズを捉えた高機能商品を提供し、

着実な成長と同時に収益力向上をはかる。 

・地球環境に配慮した物作りを推進し、強みである「顧客からの信頼」を武器に、川下へ

の展開をはかる。 

・最先端機能素材・資材を開発し、積極的なグローバル戦略を推進する。 

 

 ①ニッケの技術を生かした顧客ニーズに刺さるウール由来の先端素材やハイブリッド素材の 

  開発に取り組んでいきます。 

  ②顧客ニーズを捉えた開発を進めていくため、国内・海外でＶＯＣを徹底します。 

  ③各事業は、商社機能を強化し、川下への展開をはかることで、収益力を向上させます。 

④ユニフォームの海外展開ならびに機能素材のグローバル展開を積極的に進めます。 

 

 

 

＜産業機材事業＞ 

  Ａ．事業内容： 

・産業用資材･生活用資材の開発・製造・販売 

・産業用機器の設計･製造･販売 

・環境・エネルギーシステム等の設計・施工・メンテナンス 

  Ｂ．事業戦略： 

・裾野の広い産業機材分野に事業を多角的に広げ、新しい付加価値を創造し、持続的成長

をはかる。  

・ニーズが高まる環境・エネルギー・メディカル関連において、ソリューションとなる製

品・技術の開発に取組み、安全・快適な環境づくりに貢献していく。 

・グループ内の技術・ノウハウ、情報を共有・連携することにより、成長国・地域向けの

自動車関連ビジネスを拡大し、将来の収益の柱とする。 

 

①事業の中核をニッチ分野におき、成長が見込める東南アジア、北米等で販路を拡大していき

ます。 

②グループ会社は多様なアイテムや商流を持ちますが、インフラの共同利用や技術開発、人財

交流、商流簡素化、各種情報の共有等の連携を進め、ビジネス拡大をはかります。 
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＜人とみらい開発事業＞ 

  Ａ．事業内容： 

・店舗から街づくりまでの拠点開発による地域ニーズに対応した商品・サービスの提供と

不動産開発 

  Ｂ．事業戦略： 

・地域ニーズを捉えこれを具現化した独自性のある商品・サービスを提供し、その地域で

「元気な」「豊かな」「幸せな」未来を創出していく。 

・拠点開発をグローバルに展開していく。 

・常にＣＳ（顧客満足）およびＥＳ（従業員満足）を追求し、地域で圧倒的 No.1の商品・

サービスを提供し続ける。 

・グループ全体の所有資産の収益および資産価値の最大化をはかる。 

 

  ①地域のニーズを捉え、具現化し、地域に住む人々の生活や心に元気、豊かさ、幸せを提供し、 

   未来を創り出していきます。 

  ②事業本部内での相互関係を強化し、「街づくり」「拠点開発」の選択肢を広げていきます。 

  ③グループ全体にわたり所有する資産を管理し、その資産全体の利用において最大収益を産み

出し、ひいては資産価値の最大化を実現してまいります。 

 

 

 

＜生活流通事業＞ 

  Ａ．事業内容： 

・既存の事業分野にこだわらない商品・サービスの開発と新規事業開拓 

・商社機能を活かした、グループ内外に対する販売・物流の基盤強化の提案・実現 

  Ｂ．事業戦略： 

・既存事業の深耕と成長に加え、異業種への参入や事業分野にまたがる業際ビジネスを 

実現し、収益の拡大を目指す。 

・自由な発想で、消費者のニーズを捉えた商品・サービスを開発し、新たな価値・市場を

創造する。 

・ＩＴを活用した販売ネットワークを構築し、物流システムの基盤強化を行うことで、 

グループ内外に対して、より優位性のある貿易・商品流通販売機能の提案・実現を行う。 

 

  ①既存事業の枠に捉われず、自由な発想で新規事業を発掘、開拓し、異業種分野にも積極的に 

   参入していきます。 

②川上から川下までのすべての領域で将来性、社会貢献性の高い事業を広範囲に取り扱う事業

を目指します。 
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 ４．グループ総合力の発揮 

（１）人財戦略 

   自ら「考え」「行動に示し」「変革していく」能力をもった、チャレンジする人財を育ててい

くという経営理念・経営方針のもと、「人財理念」を次のとおり掲げ、人財戦略に取り組んで

まいります。 

 

人財理念 
 

・社員の使命は、仕事を通じて自ら学び成長することです。 

 ・会社の使命は、成長しようと努力する社員に対して支援することです。 

 

 

（２）研究開発戦略 

 新たな顧客価値の創造・・・研究開発の強化 
 

①ＶＯＣ（Voice of Customer） 

  お客様の声から潜在ニーズを掘り起こし、人々の生活と心を豊かにする新しい価値を創造して

いきます。 

②社会貢献 

  環境・健康・快適・安心・安全のスパイラルアップを目指した研究開発に取り組み、社会に貢

献する商品とサービスを創造していきます。 

③オープンイノベーション 

  グループ各社・各部門が持つ要素技術の融合と研究機関や他企業とのコラボレーションにより

独自性のある商品を創造していきます。 

 

 

  グループ各社が展開する領域の、更に一歩先にある成長分野を研究開発領域とし、「健康・  

快適」「環境」「安全・安心」を軸にして、新たなテーマ発掘と商品・素材・サービス・技術

の開発を進めてまいります。 

 

（３）ブランド戦略 

  ・原点に立ち戻り、商品・サービスの魅力アップがブランド力アップに繋がると考え、ディビ

ジョンカンパニー制のもと、各事業領域、各社がブランド発信を担います。 

  ・グループ経営を推し進めていくなかで、グループ会社・事業本部・グループ本社の相互理解

を高め、「シナジー効果」と「グループ意識」を高めるため、インナーブランディングに力を

入れてまいります。 
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 （４）業績評価指標について 

事業の業績評価指標については、売上高や営業利益（率）とともに効率性指標として 

「ＲＯＥ」を重点項目といたします。ＲＯＥは事業部指標にも採り入れ、ニッケ版社内 

ＲＯＥ（Ｎ－ＲＯＥ：NIKKE-ROE）を設定いたします。 

 

 

５．１０年後のニッケグループの姿 

（１）持続的な成長について 

   ニッケグループは、全てのステークホルダーにとって価値ある企業を目指し、「前年よりも

成長する」という地道な積み重ねを行っていくことが大切だと考えております。 

そのために、グループの各事業が、理念に示した「みらい創造企業」にふさわしい、魅力

的な事業を創造することを目標としてまいります。 

 

（２）資本政策・株主還元について 

    資本政策については、成長投資と安定的な株主還元のバランスを志向いたします。 

    成長投資については、研究開発投資、Ｍ＆Ａ投資、設備投資、人財投資など、中長期的な

企業価値の向上の観点から積極的に実行してまいります。株主還元は、利益水準に応じて

持続的に配当水準を引き上げていくことを基本方針とし、自己株式取得を含む総合的な株

主還元を充実させてまいります。 

 

（３）次期中期経営計画の策定について 

   ＲＮ１３０ビジョンは、今後１０年間のニッケグループの目指す方向性、企業像、経営戦

略を再構築し、中長期的な企業価値の向上を目指していくものです。 

   このビジョンを具現化していくためのフェーズ１と位置付けられる、２０１７年度（平成

２９年度）を初年度とした「ＲＮ１３０第一次中期経営計画（３ヶ年）」の策定に引き続き

着手致します。 

以  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料中の見通しおよび事業計画についての記述は、作成時に入手可能な情報と合理的と思

われる予想に基づき作成したものです。従いまして、当社グループを取り巻くビジネス環境

の変化やその他の予測しえない理由により、その結果は異なる可能性があります。 


